
 

 

生活保護制度等に関する重点提言 
 

生活保護制度等の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置

を講じられたい。 

 

１．生活保護制度については、受給者が増加し続けている都市自治体の危機的状況に

対処し、必要な人には確実に保護を実施するという基本的な考え方を維持しつつ、

今後とも制度が国民の信頼に応えることができるよう、就労による自立の促進、不

正・不適正受給対策の強化、医療扶助の適正化等を円滑に実施するため、所要の措

置を講じること。 

また、最後のセーフティネットとして持続可能な制度とするため、今後も都市自

治体と協議し、その意見を制度に反映すること。 

 

２．生活困窮者自立支援制度については、生活保護に至る前のセーフティネットとし

て真に実効ある制度とするため、国の責任において、事業実施に必要な人材の育成

や法人・民間団体等の参入を促進するための更なる措置と併せ、制度の運営や事業

の適正かつ円滑な実施に必要な情報提供等の支援措置と十分な財政支援措置を講

じること。 

また、持続可能な制度とするため、国と地方の協議を継続するなど、地方の意見

を制度に反映させること。 

 

３．生活保護に係る財源負担については、生活保護が憲法に基づき、国が保障するナ

ショナルミニマムに関わる事項であることから、本来全額国庫負担とすべきである

こと。 

なお、それまでの間、受給世帯増加による都市自治体の負担増に対し、十分な財

政措置を講じること。  

 

４．高校生等奨学給付金制度等の充実を図るなど、就学支援による子どもの貧困対策

を推進すること。 

また、子どもの貧困対策に取り組む市町村に対し、財政措置を講じること。 

  


